
【資料第１号】 

企画政策部企画課 

1 

 

 

地方分権改革による権限移譲等への特別区の対応について 

 

地方分権改革関連法の施行に伴う「事務・権限の移譲（第 15次分）」について、特別区にお

ける対応の有無等に関し、各主管部長会での検討状況が取りまとめられた。 

 

１ 地方分権改革関連法に伴う特別区の対応 

 ⑴ 特別区において対応を行う事項 

  ア 住民基本台帳ネットワークシステムの利用事務を大幅に拡大し、住民票の添付・公用

請求を不要に（住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［特別区の対応］ 

法の施行に間に合うよう、必要な措置を講じる。国に対して端末の整備に係る補助金を要望す

る。 

 

 イ 条例公布時における首長の署名の方法に電子署名を追加（地方自治法） 

 

［特別区の対応］ 

法の施行に間に合うよう、必要な措置を講じる。 
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⑵ 特別区において対応を必要としない事項 

ア 地方公共団体のシステム標準化等のための基金の設置期限を５年間延長（令和７年度

末→令和 12年度末）（地方公共団体情報システム機構法） 

 

イ 公立大学法人の出資可能対象をベンチャーキャピタル等へ拡大（地方独立行政法人法、

産業競争力強化法） 
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ウ 建築基準適合判定資格者等の登録申請等に係る都道府県経由事務の廃止（建築基準法） 

●建築基準適合判定資格者、構造計算適合判定資格者の登録申請等について、手続きのオ

ンライン化に伴い、都道府県経由の義務付けを廃止。 

 

 

 

 

 

 

 

エ 介護保険法の介護施設の届出を生活保護法の介護機関の届出とみなす等の手続の簡

素化（生活保護法） 

●指定介護機関については、生活保護法・介護保険法の両方の手続を要するところ、以下

のとおり生活保護法の手続を不要とし、簡素化。 

ア）名称等の変更等の届出：介護保険法の届出を生活保護法の届出とみなす。 

イ）介護保険法による指定等の執行・効力停止 

  生活保護法の指定の効力が連動して執行し、又は効力が停止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 提案募集方式による特別区提案について 

令和７年特別区提案事項として、以下の１件を提出した。 

⑴ 高齢者虐待通報における明らかに自立した高齢者への対応方法の見直し 


